
   

令和８年度 島原市地域防災計画の修正概要 
 

１ 総則の修正                                    
国は、激甚化する風水害、首都直下型地震、南海トラフ地震の切迫、感染症対応やデジ

タル技術進化など、変化するリスク環境に対応し、実効性を高めるために、政府中枢機能

の維持や、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定など事前対策の強化を図った。 
また、能登半島地震の教訓に基づき、被災者の生活・人権保障を軸とした福祉的支援の

強化、国による地方自治体への強力な応援体制、および官民連携による物資備蓄の公表を

義務化し、防災対応能力の向上を図った。           
県においても国の指針に従い改正するとともに、各自治体との更なる連携の深化を図

った。 

こうした国、県の修正を踏まえ、本市においても災害対策基本法第４２条に基づき「島

原市地域防災計画」の見直しを行うものである。 

 

 

２ 国・県計画等の変更による修正 
  

① 令和６年能登半島地震を踏まえた修正 

② 国による災害対応の強化 

③ 被災者支援の充実 

④ 復旧・復興の迅速化 

⑤ 最近の施策の進展等を踏まえた修正 

 

３ 各種協議会等の反映事項 
① 火山の影響を受ける要配慮者施設の避難促進施設への指定 

② 雲仙岳噴火シナリオの改定及びリーフレット改定（気象台） 

③ 雲仙岳火山防災協議会規約の改正（九州大学地震火山観測センターについて） 

④ 防災関係機関や地域住民がより効果的に避難行動をとるための新たな防災気

象情報の運用 

                           

４ 市計画の見直し 
① 島原市防災会議条例の改定 

② 災害時の応援協定締結機関等の追記 

③ 経年変化による数値等の修正 

④ 指定避難所の追加指定及び指定の解除 

 

 ５  その他  

  島原地域広域市町村圏組合緊急消防援助隊受援計画の修正 

 
 

 
 
 
 
 

   


